
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予
算
額

前年度繰越

6,167 6,167

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

障がい者の就労支援及び県内企業における障がい者雇用の促進を図るため、県内の事業所を対象とした障がい者雇用の理解を深める
セミナーを開催するとともに、障がい者の就労を支援する専門機関等と連携した合同企業説明会の開催により、効果的な事業の実施に努
めていく。

目標に対
する成果
の状況

国の地方創生加速化交付金を活用するため、平成27年度２月補正により予算化し、全額繰越の上平成28年度に実施するため。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 2,483 8,650

0 2,483

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの
財源

0 6,167

概　算
人件費

0.30 0.30

0

0

2,483

6,167

合計（A) 0 6,167
―

27年度 28年度

当初予算

補正予算 6,167

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初） （決算） （当初）

障がい者と企業の出会いの場
創出事業

委託

・障がい者雇用を取り巻く社会情勢等に関するセミ
ナーの開催
・企業と障がい者の出会いの場となる合同企業説明会
の開催
（国の地方創生加速化交付金を活用するため、平成
27年度２月補正により予算化し、全額繰越の上平成28
年度に実施）

― 0 ―

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

関係支援機関とともに、民間企業における障がい者雇用を促進するため、県が主体的に取り組む
必要がある。

課・室 労働雇用課

総合５か年
計画

プロジェクト  ５－４－３　雇用・社会参加促進プロジェクト E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施：今後実施予定

―

障がい者の就労を支援するため、事業所を対象とした障がい者雇用普及啓発セミナーや、求職者と企業の出会いの場となる合同企業説
明会を開催し、障がい者の雇用の促進を図る。

・ハローワークを通じた障がい者の就職率：55％
・ハローワークを通じた障がい者の就職件数：1,957件（平成26年度　長野労働局発表）
・民間企業における障がい者実雇用率：1.98％
・うち、法定雇用率達成企業の割合：59.5％
・法定雇用率適用企業で雇用される障がい者数：5,603人（H27.6.1現在　長野労働局発表）

成果目標の達成状況

項目

新規雇用障がい者数

事業番号 07 06 16 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 障がい者と企業の出会いの場創出事業費 担
当
課

部局 産業労働部

２　雇用の促進　３　働きやすい職場づくりの推進 実施期間 H28 ～

（25人） ― ―

事業参加企業における新規雇用障がい者数：25人
（設定理由：過去の実績から、合同企業説明会に参加する求職者を250人と見込み、うち１割の就職を目指す）

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績） 目標 成果 達成状況

25人

合計 0 0


